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COFIX 
IHCS，報酬の公正度測定サービスを開始 

 
 
ヒューマンキャピタル ソリューション研究所（略称IHCS 千代田区、代表前田卓三）はこのほど、企業の役

員および従業員の報酬が、実力に対してどの程度公正になっているかを測定するサービスCOFIX
（Compensation Fairness Index：報酬公正度指数）を開始した。企業全体を見たときに、指数１００を最大

として指数が高いほど報酬が実力に対して公正になっていることを示す。 
 
同サービスは、通常主任クラス以上の管理職を対象に、IHCSコンサルタントがその上司に、各対象者の仕

事の組織へのインパクト、ノウハウ、折衝度、リーダーシップなどについてインタビューすることにより、客観

的に実力度を示す指数（PVI：Position Value Index）を算出、PVIと現行の報酬額の相関度COFIXをもっ

て組織全体の報酬の合理性や公正性を測定評価する。（下図 1. 参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、その一環サービスとして各部署別、個人別に実力に応じた理論報酬額と現行報酬とのギャップを表と

グラフでユーザーに報告する（J-DAS＊）。 
 

企業の人的マネジメント評価 
企業の将来性評価指標 
 

報酬公正度指数

COFIX （Compensation Fairness Index）

y = 20103x2 - 2E+06x + 3E+07

R2 = 0.5382

PVIに応じた理論基本給

PVI 職務価値（実力度）指数
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〈図１〉
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ユーザー企業は、この資料を、現行報酬体系のチェック、実力ベースの報酬体系への変更の足がかりとす

ることができる。また、融資機関、企業再生機関、キャピタルファンド、株主、一般投資家などは、これまで手

付かずであった人的側面から企業力およびその将来性評価が可能になる。 
 
PVIはその基本形を80年代後半から北欧の代表的グローバル企業が全世界の拠点に採用したことにその

原点を発し、その手法はすでに欧州企業を中心に500万人以上に採用され、また日本においてもすでに多

くの代表的企業にも報酬決定法として採用され有効性が実証されている。特に、管理部門や技術研究職な

ど従来評価が難しいとされた部門を含め、組織全体に共通の指数として使用することができることが優れた

点とされている。 
 
日本企業の多くは年功的な報酬制から抜けきれず、給与の高い中高年に照準を当てたリストラを余儀なくさ

れ、リストラ実施後成果主義を導入しても評価の不明瞭性から返って社内のモラルダウンを招いている。ま

た、出発点としての現行給与の不公正性に問題があるため成果主義の運用が困難になっている。このよう

な状況で、人件費の適切な管理や、報酬を実力に合わせ社員のやる気をいかに喚起するか、有能な社員

の流出をいかに防ぐかが大きな課題となっている。 
 
一方、企業再生やM&Aにおいても、適切な手法がないため有能社員の見分けがつかず、一律的な人員削

減を行うことが多く、再出発のときには人的資源は脱け殻になってしまっているという難しい状況を招いてい

る。 
 
COFIXは、融資機関、企業再生や企業M&Aを手がける機関、一般投資家等にとって、投融資対象企業の

評価を行う上で、これまでほとんど手付かずであった人的資源の個人的、全体評価が可能となるのみなら

ず、有能な人材の流出の事前防止に役立つ。また会社を活性化したい、あるいは報酬体系を実力主義に

変えたい一般企業（経営企画部、人事部等）にとってCOFIXは、そのための事前調査、出発点となる。 
 
この考え方は環境格付けなどと並んで、企業の将来性の格付けに大きな役割を果たすようになると予想さ

れる。 
 
COFIX算出及び分析に要する日数は、企業の組織状況にもよるが、評価対象者の人数が100人で7日程

度、費用は一人当り平均3万5千円程度。 
 
＊J－DASとは：Job-Salary Deviation Analysis Serviceの略。 
報酬と、仕事／職務の価値（PVI)とのギャップを分析し、個人別に仕事の実力と現行報酬のギャップを測る

もので、同時に実力に応じた適正な報酬額の決定に利用される。この報酬決定方法は、評価軸が客観的

でかつ明確になることから、有能社員のモチベーション向上、ひいては企業文化の変革にも有効であること

が、多くの企業の導入実績から証明されている。特にこれまで一般に評価が低いとされてきた技術者、開発

担当者などが適正に評価され、モチベーション向上に役立ってきている。 
 
 

本件に関するお問い合わせ：ヒューマンキャピタル ソリューション研究所 
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